Shop Management in Japanese Company by 吉田, 和男
Title日本型経営システムにおける労働管理
Author(s)吉田, 和男





























故 平 田清 明 名 誉教 授 遺 影 お よび 略 歴
日本 型 経営 シス テ ム にお け る労働 管 理 … … … …吉
依
ネ ッ トワ ー ク外部 性 と シス テム 互 換性 … … … …廣
江
フ ィ リ ピ ンにお け る現 地 系 大 手 食 品 企 業 に よる
養 鶏 イ ンテ グ レー シ ョンの形 成 …… ・・… ・… … 大
労 働 市場 の時 間 と人 数 に関す る非 定 常推 定 … …宮
追 憶 文
平 田清 明 さん を偲 ぶ … … … … ・… ・…… ・・… … ・… ・菱

























吉 田 和 男
1日 本の労働者は何故モラールが高いか
日本型経営 システムの中で,一 括支払 い賃金であ る年功序列賃金で あ り,終
身雇用制度で 身分が安定 している とすれ ば,な ぜ,労 働 者は働 くのか とい う疑
問が生 じる。一般 に,労 働 者を働かせ るには,労 働 への インセ ンテ ィブあるい
はサ ンクシ ョンを提供 しなけれ ばな らない。そ して,労 働密 度を上 げ,よ り水
.準の高い労働 のために教育 ・訓練 に参加 させ,よ り高い技能 ・知識 を発揮 させ
ることが経営 に とって重要であ る。すなわ ち,賃 金 は労働 を引 き出す イ ンセ ン
テ ィブ構造 その ものであ る。また,労 働密度が低い者 には解雇 によってサ ンク
ションを与 えることで労働密度 を高 くす る。 しか るに,年 功序列賃金 ・終身雇
川制度 は,典 型的 な場合は年齢 働 続年数)と い う全 く外生的なパ ラメー ター
を基準 として賃金が支払われ,...殻的なイ ンセ ンテ ィブ構造を持 っておらず,
解雇 とい うサ ンクシ ョンもない。 この考 え方か らすれば,年 功序列賃金 ・終身
雇用制度 は,労 働 を引 き出す こ とに矛盾す るのは明白である。
伝統 的な経済理論 にお ける労働のイ ンセ ンテ ィブは賃金で あ り,労 働 を引 き
出す ための基本 とな る。 この ことは,労 働 の目的は賃金であ ることか ら明 らか
で ある。.企業内の賃金が労働 市場 における賃金 と裁定 関係 にあ ることは労働 を
引 き出す基本であ る。 ここでは,企 業内の労働 者のモラールが低 ければ,企 業
ぱ市場で よ リモ ラー ルの高い労働 者を雇 うことが有利 にな り,現 在の労働者 を
解雇す ることとな る。労働 市場 の条件 よ り良い条件 をオファー している企業で





欲 の少ない労働者 の首 を切 り,よ り意欲の高い労働者 を導入す る自由があ るこ
とで労働者のモ ラールは維持 され る。首 を切 られ ることの恐怖 はモ ラールを高
めざるをえず,ま た,労 働 に応 じて賃金 を支払 う制度で あれ ば,労 働者は よ り
大 きな賃 金 を求 め て モ ラー ル を高 くし,よ りょ く働 くこ とに な る。Katz
(1986),Stiglitz(1986),Weiss(1990).などの主張 する効率賃金仮説の前提は労働
者 のモラールは賃金水準 に依存す ることであ る。す なわ ち,賃 金 とい うアメ と
解雇 とい うムチが労働 者を働かせ るイ ンセンテ ィブとサ ンク ションにな り,こ
れが資本主義的経済の高い効 率の基本 になってい る。
また,企 業 は労働者 を管理す ることによってよ り高いモ ラー ルを労働者か ら
引出 し,高 い効率 を得 ることになる。企業が労働 者のモラールを高 く維持 し,
生産の効率を上げるためには,マ ネジャーを置 き,労 働者 によ りモ ラー ルの高
くな るような仕事を与 えると共 に,労 働 の状 況をモニ ター して,的 確 に勤務状
況 を査定す ることによって賃金 を操作 して,モ ラールの維持.を図 ることにな る。
しか しなが ら,日 本型経営 システムにおいては,内 部労働市場が外 部労働市
場か ら分断されてお り,両 者 の問で裁定 され ることはない。 したが って,労 働
者 はモラールが低い ことによって首 を切 られ る心 配はない。 また,賃 金の支払
いが年功 によって支払 われ るので,賃 金が労働 を引 き出す力 は弱い。た とえ,
他社 よ り高い賃金を受領 していても,解 雇 され ることがないので 自由にそれ を
享受で きる。貨幣的な賃金 が働 いて も働かな くて も同 じで,し か もモラールが
低 くて も解雇 されないのであれ ば,労 働の質が低 下 し,企 業全体の労働モ ラー
ルが低 くなることは伝 統的な理論か らの判断でな くとも容易 に推察 され る。
しか しなが ら,言 うまで もな く,日 本 の労働者のモ ラー ルは他 の諸外国 と比
較 して高 く,生 産性の高さは比較す るまで もない。また,労 働 のモ ラールの高
さは製品 の質 に極めて大 きな影響 を与 え,日 本の労働 者のモ ラールの高 さが 日
本製品を高品質 と し国際競 争力の源 泉になってい ることは万人の認 める ところ
である。
日本型経営 にお ける賃金の インセ ンテ ィブ要素 としては ブルーカ ラーを.含め
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てボーナス制度の存在やプ ロモーシ ョンに伴 う長期的 な利益 を上げる ことがで
きよ う。 しか レ,こ れで十分 な説 明 とは言 えない。吉 田(1995A)で示 した よ
うに,日 本の年功 賃金 が制 度的な利益 を生 じ,保 険機構 として機能す る。 そ し
て,そ の差は小さ くとも相対 的によ り大 きな所得 を享受で きるのは社内 にお け
るプロモー シ ョンによって社内分配 にお ける有利 な取扱 を受 けることによる競
争 も考え られる。吉 田(1994>.の示 す 「講」 である派 閥に認め られ るために努
力す ることもある。 また,ボ ーナスによる分配 は貨幣的 なインセ ンテ ィブ機能
を持つ ことは間違 いが ない。 しか し,こ れ らを もって労働 者が総体 と してモ
ラールが高いことを主張す るには無理があろ う。 また,お そ ら く日本型経営 シ
ステムをさまざまな諸外国 に導.入した ときに同様 の効率 を得 られ る保 障はない。
日本型経 営システムと同様 に,平 等 を重 ん じ,労 働 に対す る貨幣的なイ ンセ ン
テ ィブの小 さい社会主義諸国では労働 のモ ラールが著 しく低 か った ことを考 え
ると,平 等が 高い モラールを生む こともあ りえない。 なぜ 日本の労働者 はよ く
働 くのか を伝 統的 な経済学の議論で解明す ることは非常 に難 しい。 ともか く過
労死 まで引 き起 こす労働 への志向 を貨幣的 インセ ンテ ィブによる合理性か らは
説明で きない ことになる。一般的な議 論は終身雇用 によって育 まれた企業への
忠誠心 とい うことになる。 しか し,日 本 の労働 者が なぜ忠誠心が高いのか儒教
道徳のせいであろ うか。中国や韓国,ベ トナムは 日本 よ わもっと儒教 的である
のに 日本 の労働者の ように高 いモ ラールを維持 してい るように思 えない。 また,
欧米人 には忠誠心がないのか,な ぜ終 身雇用 は忠誠心を高めるのか,等 々の疑
問に答 えねば ならない。 システムのあ り方 と関連させて分析 しなけれ ば意味の
ない こととな る。
HB本 型労働管理
日本企業 における労働管理のあ り方は,欧 米の ものとは大 き く異な る。吉田
(1993>,(1995B)の示す よ うに,日 本企業 の管理職 は直接 的な労働 者 の管理
は殆 ど行わず,そ の ほ とん どが職場の労働 者相互 間あ るい は各セ クター間,職
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揚 間の調整の仕事が 中心 となる。欧米 に顕著 な ヒエ ラルキー ・システムにおけ
る直接 的な監視 ・管理 と比較すれぼ,各 現場 の労働者の 自主性を重 ん じて全体
の効率 を高めよ うとす る。実際,管 理者,経 営者 の仕事のほ とん どはシステム
の企画で もなければ,労 働の直接管理で もない。管理者の意識の中心は働 きや
ずい環境づ くりであ り,そ の様 な環境 の結果,高 い労働の効率性が生まれ る。
そ して,職 場の長はその職場 の代表 として他の職場 との調 整に当たることは一
般 的で ある。 自分の部.下が他 の部局 と相克 を起 こさないで,現 場が 円滑 に動 け
るようにす るのが 「長」 に期待 された職務で ある。欧米のよ うな労働 者に対す
る指令 と監視 を中心 とす る 「長」で はない。
また,賃 金 も労働市場で決 まる労働 の価格で な く,.吉田(1995A)で示す よ
うな 「講」における 「山分 け」であ り,直 接 的な.インセ ンテ ィブ構 造にはなっ
てい ない。濱H・ 公文(1982)の指摘す るように,日 本型集団主義 として追求
す るのは集団の利.益を経 由す る個人の利益で ある。
欧米の経営管理論 は管理す る者 と労働者の 間の上下関係 に重点をおき,労 働
者相互間の相 互作用 を無視 して きた。労働者 は確かに賃金によって労働市場か
ら雇われ,管 理者 の司令,す なわち,情 報管理の下に労働 を提 供するこ とにな
る。 しか し,現 実 の労働 においては管理者か らの情報 と同様に労働 者間の情報
が重要な役 割を果 たす ことが 日本型経営 システムの特徴である。
青木(1.984)は経営者 は株主 と労働者 の レフ リーであ ることを指摘 している
が,経 営者,特 に部 門に責任 を持つ.E級管理者,中 間管理職に とっては,株 主
と労働 者の関係 に留 まらず,労 働者 間,特 に部門間の レフリーである ことが 日
本型経営 システムの特徴であ る。 この様 な 日本型経営の管理に対す る考 え方 を
西欧流の ヒエ ラルキー ・システムに求めて も意味がない。
また,赤 岡(1989)の示す ように,ヨ ー ロッパ にお ける新 しい企 業 システム
の分析 としてボ ルボ ・カルマ工場の研究が ある。 これ は伝統的な資本家一労働
者 の対立図式を脱 し,共 同行動の システムとして新 しい経営管理を求め ようと
す る ものであ る。吉 田(1993)(1995A)の示す 「講」 は,そ の リーダーは世
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話役であ って,調 整が主たる仕事 となる。そ こでは,自 発 的な人々の集 ま りに
よって形成される。 日本型経営 システムはスウェーデ ンにおけるコーポ ラテ ィ
ズムの経営を超えて,吉 田(1995B)のい う 「ホ ロン型経営 システ ム」 とな っ
てい る。そ こで,日.本型経営 システムの特徴 を協調 を軸 にシステムの特性 を検
討す ることが必 要 となる。
すなわ ち,日 本型経営 システムにおい ては,構 成.貝問の 自発的 な係わ りが重
要 となる。経営管理 システムが ネ ッ トワーク型で労働者 間の共通情報 を基礎に
自発 的な調整が行われ るとすれば,問 題 は労働者が どの様な姿勢で仕事 に向か
うかの問題 となる。事実,管 理職の仕事 の大半が部下 の 「や る気」 を高め るこ
とにおか れる。
IIIIsingモデル
そ こで,労 働者が職場内の 自発 的な調整関係 を前提 として行動す るシステム
を考え るため,Isingモデルを導.人す る こととす る。Ising(1925)によって始
められ たIsi㎎モデルは,物 理学 において磁性体 の研究か ら始 ま り,広 く物性
研究や ニュー ロ ・コンピュー ターの研究 に用い られているモデルであ る(こ の
ア イデ アはLenzによって与え られた もので あるが,Isingモデルを含 め,磁
性体 モデルについての詳 しい説 明 はEllis(1985),深尾(1987)を参 照)。これ
は図 ユの ように,鉄 や コバ ル トの ような強磁性体が磁力 を持つのは,磁 性体 の
要素の磁 力の方 向が一致 してい るためで あ 図1磁 力のない場合
鍛 離 離醗糠 葺 ℃鋼禁 論
つ ことになる。一旦,磁 力 を持つ と各要素
は近 隣の要素の磁 力に よって拘束 され,一 磁力のある場合
定 の方向 に維持 され る。 このよ うに して,S[■NS[6S[-NS[-N








.は図2の ようなヒステ リシ.スを示す こ
とになる。
この構造 のアナロジー として,要 素
間関係 による拘束 によって一定 方向に
自己組織化 され るメカニズムを考 える。
N
鵬 の強さ いま・ よ り簡単で 日本型経営 システム
の現実的 なモデル として適用;り.能な も
のを考 えるために,第 ∫番 目の労働者
の状態変数 をx,と す る。 この状態変
数 は,二 つの状態が ある とす る。すなわち,
紛={一1,1}(1)
で ある とし,1は,労 働者 のモラールが高 く ・生懸命 に働 こう とす る状態 を示
し,一1は モラールが低 く怠 けようとす る状態 を示す もの とす る。企業全体 の
労働 者の確率分布が モラー ルを示 し,平 均値 が高い ことが労働 の密度 を高 くす
ることにな る。
企 業 に雇用 され る労働者 は全員でN人 い る として,そ れぞれの労働者(今,
ゴ番 目とす る〉 が彼 を取 り巻 く労働 者 との関係 か ら作 るポ テ ン シャル関数 弄
(すなわ ち,企 業の 中の緊張度や不快度の水 準)を
弄=Σノ鼠銑一π髭)2一μ石馬(2)
た
とす る。す なわち,第1項 については,自 分以外 の者,第k番 目の者(こ れ
はi以 外の全 ての者)が もし,自 分 と同 じ行動 をとれぼ,差 し引 きゼ ロとな る。
異なれば,4と なって正の値 となる。すなわち,周 辺 と自分の行動 にギ ャ ップ
がある と第 ユ項 は大 きくな る。すなわち,労 働者 間の姿勢 の不一致度の大 きさ
を示す こと となる。他方,第2項 について見れ ば,自 らの行 動に対 してHと
い う評価 が与え られ る。H>0で あれば,彼 の積極 的な行動 が評価 される こと
になる。 これ は,賃 金 などの貨幣的 インセ ンテ ィブで あってもよく,非 貨幣的
な報奨であ って も良い。 これ は基本的に個人を組織論理 に結 びつ けるもの とな
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る。教科 書的な労働 イ ンセ ンテ ィブを考 え ると,み=0,瓦>0と した ポテ ン
シ ャル関数 の最小化がそのモデル となる。す なわ ち,モ ラー ルを高めるための
制度的 なインセ ンテ ィブが労働を引 き出す。 ここで,日 本型経営 シ.ステ ムの特
徴 としての労働者相互 間での協 調行動を考える と,第(2>式 第1項 において近
隣 の労働者 と同 じ値 をとるように行動す るこ とが適当 とな る。すなわち,あ る
労働 者に とって,周 りの労働 者 と状 況が異 なることを避け ようとす るこ とが行
動原理 にある もの とす る。 ここで,ゐ 北>0であ ると,こ の ような協調行動 の結
果,第(2)式 の値 は小 さ くなる。
ここで簡素化 のため第(2)式にお ける各労働者の各 反応 パラメー ターの大 き
さ(す なわ ち,ノ傭,昂 の大 きさ)を 同一 と仮 定す る,す る と,企 業 全体で の
ポテ ンシャル関数 ノ(の の大 きさは
∫(皿)=Σノ}(切=ノΣΣ(朗一∬κ)2一μHΣ朗(3)
ヨ ヨ を ま
となる。 この関数の値 を最小化す るよ うに,全 体の システムが動 くことと.なる。
.第1項 は労働者 は労働 者間での相互作用の合計であ り,企 業 内で の協調 の程度
を示す。す なわ ち,労 働者 がまわ りの労働者の様子に合わせ全体 にモラールが
高い ときには1自 分 もモ ラールを高める とい う協同行動を行 うと,ポ テ ンシャ
ル関数 ∫は小 さ くな る。 もちろん,他 の人が 「さぼ っている」 ときの.協調行動
は 「さぼる」 ことであ り,自 分が一生懸命 に仕事をす るのは浮 き上が ってい る
ことになって ∫を大 き くす るこ とにな る。賃金 な どの労働 の制 度的 イ ンセ ン
テ ィブで あ り,第2項 では,モ ラールを高め るとノは小 さ くなる。先 のように,
第(1)式か らわか るように,各 変数 の絶対値はいずれに して も1で あるので,
第(3.)式の第1項 を展 開す る とその中の ∬轟 以外 の項 は全 ての ものが定数 と
な る。 したが って,こ の定 数を除いて,第(3>式 は
∫@)=一ノΣΣ崎媒 一μHΣ躍」(4)
　 を ご
と簡単 になる。 そ して,置蕨 が 同符号 であれ ぼ1,異 符号で あれ ば 一1で あ
るところが ら,各 要素の協 調関係が 強ければ 第(4)式の値は小さ くな り,競 合.







にあ ることを考 える。そこで,要 素数1Vが十分 に大 きい数である として
Gibbs分布を考える。すると,状態の平均の確率分布は
去 ・x・{一・∫ω}.(・}
(ただ し,Zル=Eexp{一η八 切}で 分 配関数であ る。 ただ し,∫(の は非負で
ゴ
定値関数でない。)
によって与え られる、 マクロの情報 しか与え られ ない時,ミ クロ状態の主観確
率 を推論す るには,与 え られ たマ クロ情報 に矛盾 しない範 囲でで きる限 りば ら
ま くことが望 ま.しい ことになる。従 って,マ クロ情報 の範 囲でエ ン トロピーを
最大にする ことで この関係 が求め られ る。 この仮定 をお くことで,今,問 題 と
な っている各要素 における確率分布 に関す る情報すなわち ミクロ的な状態が分
か らない ときで もマ クロ情 報 を得 ることによってその ミクロ構造 を推論す.るこ
とがで きる。す なわち,マ クロ情報 とミクロの確 率分 布の関係 はエ ン トロピー
最大化 の必 要条件か ら求め るこ とがで きる。 これがGibbs分布で ある。 もと
も とGibbs分布 はFokker-Plank方程式 が釣合条件 を満たす定常状 態 を示 し
てい る。個人が状態1か 状 態 一1か のいつれか にあるので,い ずれ の方 向に
もスイ'ッチす る確率が等 しくな っている状態 である。すなわち,観 察される平
均 的な状態がマ クロ的な情報であ り,こ れは釣合状態 にあ る ミクロ的な構造 の
反映 であ る。 そ こで,先 の モデルで この1'と一1の確率 分布 を考 え ると,労 働
者が周 りの状況を見 なが ら自らの行動 を調整 して行 くので,そ の過程 はいずれ







とい うマ クロ情報 との関係 を持つ。 これ を活用す ることで,労 働者 の平均的な
モ ラールの状態を定式 化で きる。
そ こで,第 が番 目の者が 隣接す る要素 との関係 を全体の平均 に対す る関係 と
同一 と見 ることの近似 を行 なう。すなわち,
∫(∬)=一ノΣ{Σ銑諏+μ地 」=一 Σノξ崎一Σμπ鍛(8)
直 κli














となる。 ここで,平 均値 に関す る均衡点 を求め ることになる。す なわ ち,シ ス
テムは協 調の原理 によ り.こ の平均値 の均衡点 に向か って自己組織化す ること
10(388)
と な る 。
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V平 均値 の均 衡
そ こで,労 働者のモ ラー ルを示す 変数 πゴの平均値 は第(14)式の解 にな り,
一定 の値 を持つ ことにな る。 どのよ うな初期状 態 にあろ うとも,最 終 的にはこ
の均衡点 に落 ちつ くことになる。
いま,H=0〔 賃金 に よるイ ンセ ンテ ィ.ブが存在 しないケース)を 考え る。
これは賃 金ゼロを意味す るのでな く,賃 金が.括 払いであ ることを意味 してい
る。すなわち,典 型的 な年功賃金は このケース となる。 ここでに,第(14)式の
左右を2つ り方程式 に分 け,両 者の交点を解 として図示す る。す なわ ち,こ の
解 は右辺 のハ イポー ボ リック ・タンジェン トの 曲線 と45。の直線 との交点で示
され る。 こ こで,右 辺 の曲線 の形状 を決 め るのは ノと ηの値が重要 な役割 を
果たす。/nが 小 さい時 には図3の ように曲線 のね じれ は小さ く,解 は一つ
であ り,0と なる。 ここで は,勤 勉 と怠 けの確率が 同等 にあ るため,そ の平均
値であ る ⑪が最 も確率の高い もの とな る。!,77が大 きくなる と図4の ように,
曲線 の ネジ レが大 き くな り,3.つの交点 を持 ち,ξ の値 は(一 β,0、B)の3
図3」;ワ が小 さ い時
ξ




















つの値 を取 るこ とにな る。
均 衡値 が3つ ある場合 には,0は 不安定で あ るが,一B,β は安 定均衡点 と
なる。従 って,.ノと ηの大 きさ如何 で あ るが,労 働者 間の相互作用 の結 果,
二つの方 向いつれか に自己組織化運動 として収束 して行 くことにな る。 この よ
うに,労 働者 は協調行動を通 じて高いモ ラールの状態(あ るいは低いモ ラール
の状態)へ と自己組織化 し全体 は一 定の方 向に向かわ され る。すなわち,管 理
者 による指.示がないのに労働者 は自 ら一定 の行動様式 を作 ることとなる。相互
依存 の強 さのパ ラメー ターであ る ∫が大 きく協調行動 が強 けれ ば人々 は身近
な人への協調 によって序々 に一定方向に拘束 され るこ とにな り,モ ラー ルが高
いかあ るいは低い状態 を選択す ることにな る。一方,η は分散であ るので組織
の活動状況 を示す指数であ り,こ れが大 きければアクテ ィブに変化 してい るこ
.とを意味す る。 アクテ ィブな組織 は相互依存性をよ り大 きく引 き出す ことにな
る。 この水準 の高 い組織で は,ゆ らぎが高いモ ラール(ま たは低 いモラル〉 を
選択 す ることになる。第 〔14)式で示 され るように,平 均場が個人 の行動 に影響
を与 えてい るので,個 人 の行動 が生む平 均場が個. の々 行 動 を拘束 す る とい う
フ ィー ドバ ックが生 まれ るこ ととな る。
もともと,吉 田(ユ995B:)が示す ように,日 本型経営 システムは労働者聞の
相互情報交換 と.各要素 自発性 を重要視す る組織であ り,労 働 者が 自ら自己組織
化 によってモ ラールを形成 して行 く。 しか しがな ら,同 時 に,自 己組織的 にモ
ラールが低 くなる場合 もあ ることに留意が必要である。これ は同盟罷業的な状
況であ り,組 織全体が沈滞化す る状況である。かつて,戦 後 の日本が労使の泥
沼の労働 闘争 に明け暮れ,労 働 に対す るモ ラール も低 かった。 しか し,一 転 し
て,極 めて高 いモ ラールを持つ組織 に転化 したのはそ もそ もこのような労働 者
間の相互.作用が強 い性 向,組 織であ った ことによろ う。高 モ.プー ルか低モ ラー
ルか どちらが選ばれ るかは偶然の要素が大 きい ことになる。
ヒエ ラル キーの上か らの指令 を重視 す る ノの値 が小 さい 欧米 型 システムの
場合 には,こ の労働者 の相互依存関係 による効果はニ ュー トラルとなる。
/
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vi賃 金の インセンテ ィブ機能
前節で はH=0と して,賃 金 の インセ ンテ ィブ機能 を無視 して,労 働 者 間
の相互作用 によるものだ けを考 えて きた。 ここで,外 部か らの評価 である賃金
の機能 を加味 してモ ラールの形成 を考え る。
〔1)相互作用 の強い場合(!,oの 大 きい場合)
労働者間の相互作用 の強い場合には,先 に述べ たよ うに,3つ の解が生 じる
こ とになる。 ここで,賃 金 の機能を加味する と,賃 金が正 のインセ ンテ ィブを
持つ こ とは間違いないので,H>0で あ り,図5の 様 に,Hは 曲線 を左側ヘ シ
フ トさせ る。 このために高いモ ラー ルにある解のみ とな り,平 均値の均衡は1
に近 くな る。す なわ ち,大 半の労働 者は高いモ ラールで労働 を行 うことにな る。
もし,図4の モ ラールの低い方 の解 一8に あ った時 に,こ こで賃金が高 くな
るとク リテ ィカル ・ポイ ン ト∬>H*で 一β の解が消滅す る。 これ は,も し,
低いモ ラー ルの状況 にあ った ときに,賃 金が上昇 して行 くとあ る時に急 にモ ラ
ールが高 い8「 に ジャンプす る ことを示 してい る。先 に述べた 日本 の高度緯済
成長期 における労働者のモ ラールの 図5相 互作用の大きい場合
上昇 を示唆す るものである。 これ は,
賃金 とい うインセ ンテ ィブ機構が労
働 を組織化するためには速効性 は低
いが,あ る時点で突然変化 を引 き起
こす ことになる。
逆に,モ ラールの高 い領域での解 一β.
Bgは賃 金 が低
下 した場 合,イ ンセ ン
テ ィブが大幅 に縮小 して,モ ラール
.の低 い領域で の解 にジャンプす るこ




トロフィーを引 き起 こす ご.とは,こ の労働時間の相互作用が強い場合の組織の
特徴 となる。一般 に見 られる様 に,企 業で相対的 に賃 金が低下す る と急 に企業
全体のモラールが低下す るのは,.Hが低 ドす ることによる効 果である。
(2>相互作用 の弱い場 合(Laの 小 さい場 合)
相互作用が弱 く解が 一つ しか ない場合 につ いて見 る。Hの 上昇 に ともない,
図6の 様 に,解 は右 方向に移動 し,A点 のよ うにモ ラールは ヒ拝 して行 く。逆
にHが 低 くなれ ば・平均 的 なモ ラー ル 図6相 互作用の弱い場合
の水準 は低 くな って行 く。相互作用 の大
きな場合の ような ジャンプを引 き起 こす
よ うなことにはならない。
先に述べ た効率賃金仮説な どの一般 的
な経済理論 にあ るように,賃 金 インセ ン
テ ィブの大 きさに応 じて全体 の平均的 な
モラールは スムー ズに決 まることになる。
す なわ ち,伝 統 的な経済学 は労働者の相







VII隷 属 原 理
伝統 的な経済理論 においては,欧 米型 の経営 システムは労働 者を 「管理」す
るヒエ ラルキー システムと して理解 され る。上級管理者は現場 労働 者にイ ンセ
ンテ ィブを交換 し℃,企 業の意 図を実現 して行 くことにな る。また,市 場か ら
与 え られ る価 格 とい う情 報 が企 業 の行 動 を決 め る。 その 企業行 動 が市場 に
フィー ドバ ックされ全体が整合 的になるよ うに調節 され る。
しか し,日 本 型経 営 システ ムで は吉 田(1995A)の示す よ うに,賃 金 は


















この様に,日 本型経営 システムが人々に動機付 けるメカニ ズムは欧米型の管
理 システム全体 と部分 の関係 は個人主義 を前提 とす るハ イアラーキー ・システ
ムとは大 きく異 なった もの とな り,図7の よ うな構造 を持つ こζになる。す な
わ ち,労 働 者間の相π依存の強い ネ ットワー ク型 のシステムでは,人 々は自 ら
形成す る場,平 均 的な状態 に支 配され ることになる。個人は管理者に支 配され
てい るわけではな く,自 発性 を持 った仕事 を行 う独立 した意思決定 を行 ってい
るが,個.人がお互い に支配 し,支 配 され る とい う関係 にな る。 これ は,図7の
ような場 を支配者 とす るハ イアラーキー ・システムと理解する ことがで きる。
この 関係 をHaken(1983)は隷属 原理(SlavingPrinciple)と呼 んで い る。
すなわち,ミ クロ変数間 に強い相互作用があ るとき,ミ クロ変数は短い時定数
で平衡状態 に移行 しようとす る。一方,秩 序変数は長い時定数で安 定に向か う。
この時定数 の違い によって,ミ クロ変数 の安定 への動 きは秩序 変数 の影響 に
よ って阻害 され ることはない。す なわ ち,ミ クロ ・レベルでは常 に定常 的にな
る。 これ らの条件の下で システム全体の挙動 は秩序変数だけによって示 され る
ことになる。す なわち,ミ クロ変数 の状態が決め る秩序変数が ミクロ変数 を制




は全体に よって決め られる とい う構造 になる。 これは,先 に述べた強磁性体の
性質 を示 している。 この様 なシステムは特 に外部か らの力 が働か な くて も自ら
秩序 を形成 して行 くとい う自己組織 系を形成す ることにな る。 日本企業 におい
て高い生産性,高 い品質を維持 してきた メカニズムは情報 を共有 し,労 働者 の
協調 と自発性 を重視する 日本型経営 システム自身 に依 存 している と解釈 され る。
VIII日本的組織の優位性
以上見て きたよ うに,労 働者相互 間の影響 が大 きな組織で は,管 理者 による
監視 よ り労働 者間での相互依存 関係が モラー ルを高めて生 産性 を高 くす ること
になる。 これ に適度な インセ ンテ ィブが加わ ることで,安 定的にモ ラールを維
持す る ことになる。青木(1984)の指摘す るように,日 本型経営 システムは人事
に関す る管理 を本部 にお き,直 接 の管理者 の監視機能 は低い。分権 的生産 と集
権的人事管理が青木のモデル.である。 しか し,こ れ とも関連す るが労働者 間で
の協 同行動 を引 き出す ことになる。一般 に言われ るような企 業に対す る忠誠心
では,身近な関係者か らのスモー ル・リピュテー シ ョンを動機 に高い モラールを
維 持 してい る と解 され る。 また.終 身雇 用制度,企 業 内組 合,フ リ ンジベ ネ
フ ィッ ト,ロー テ ーシ ョン,不完全 な分 業システム,アフター5の 付 き合いな ど日
本型経営 システムは労働者 の一体感 を強め,相 互作用 を大 きくす ることにな る。
これに対 して,欧 米型経営 システムで は現場が管理者によって支配 され,労
働者 は管理者を見て労働す ることとな り,分 業に より労働者 間が分断 されてい
ることが労働 者間の相互作用 を低下 させ ることにな り,同 じ賃金で もモ ラール
は低い ことになる。 日本型経営 とは反対 に,労 働 者を分断 して競争 を強化 す る
こ とによって効 率を高 めよ うとす る。 これ らは市場 の力によってモ ラー ルを高
めることとなるが,た だ,賃 金格差 を大 きくする ことによって効率的 に機 能す
る。 これは労働者 間の分断 を強 めることにな って矛盾 を引 き起 こす ことにな る。
特 に,ア メ リカにおいて は,多 様 な人種 の存在,度 重 なる レイ ・オ フな どに
よって労働者間の異質性が強 くな り連帯観が薄れて きたこ とは,労 働 者の相互
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関係 を弱 くして,モ ラールを低下させる ことになる。
日本企 業における労働者のモ ラー ルの高さを説 明す るのに企業 に対 す る患誠
心 とい うよ うな無 意味 な議論 を行 うことを避 ける必要があ る。経営 システム と
の関係,賃 金 のイ ンセンテ ィブ機能 との関係 な どを明 らか にす ることがで きな
い。また,.今後 の変化 を明 らかにで きない。 日本型経営 システ ムを改革す る際
に も,イ ンセンテ ィブ構造 だけで な く,相 互依存効果 につい ての配慮が必要 と
なる。安易 に賃金制度を変えることは,日 本型経営 システムの特徴 を弱め るこ
とにな りかねず,十 分な工 夫が 求め られ る5
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